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研究成果の概要（和文）：本研究で明らかにされたのは、以下の3点である。
第1、日本においては、近年0―3歳の子を持つ母親の就業、なかでもパートタイム就業が顕著に増加した。母親の就業
継続に有意な三世代世帯が大幅に減少した。第2、イタリアは女性の就業率が低く、日本ほどパートタイム就業は普及
していない。しかし0―3歳の子どもに対する施設は、開設時間が短く親のフルタイム就業に対応する状況にはない。第
3、イタリアでは家事・ケア労働において、移住家事・ケア労働者の役割の拡大が著しい。しかし要介護高齢者ケアと
は対照的にチャイルドケアに従事する当該労働者の比率は低い。従って、働く母親へのその親によるサポートは不可欠
である。

研究成果の概要（英文）：The following three results were obtained by this research.
First, in Japan, employment of mothers with the youngest child being aged 0-3, especially that of part-tim
e employment, has dramatically increased between 1990-2010.Second, in Italy, the employment rate of women 
is lower, and the part-time employment rate is less than that of Japan's; nevertheless, the available hour
s of child care services provided by nursing homes for children aged 0 -3 are relatively limited. As a con
sequence, it is not sufficient to cover their parents' full-time working hours.Third, in Italy, there has 
been an enormous increase of migrant domestic workers in the last two decades, although the migrant worker
s are inclined to work in elderly care rather than for child care, so that it is indispensable for working
 mothers to obtain support from their parents. 
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１．研究開始当初の背景 
（１）従来の国家や地域単位の制度比較や
社会支出のマクロ分析に重点を置いた比較
福祉類型研究に対して、2000 年初頭から福
祉レジーム内での多様性や多様な福祉政策
と社会制度への文化的影響の集合としての
「福祉配置“welfare arrangement”」の重
要性がより強く指摘されるようになってい
る。この傾向は、とりわけ特に女性の「ケ
ア配置」、あるいはソーシャルケアやホーム
ケア研究において強い。そこでは、ケアア
クターの多様性やその選考、組み合わせの
複雑性、さらにその背景にある地域特有の
文化的側面への着目、さらには女性の社会
統合を考える上でのケアの包括的把握の重
要性が指摘されてきた。またこれらの結果、
家庭労働と市場労働の両者、並びにこの両
者に横断的に関わる政策分析の重要性が指
摘されるようになってきた。 
（２）こうした視点にたつと、近年とりわ
け金融危機以降の雇用状況・所得の悪化を
考慮するとき、男性単身稼ぎ主と家庭での
再生産労働に主として従事する女性との組
み合わせを典型モデルとする社会政策と雇
用慣行、すなわち男性稼ぎ主型モデルの国
家（地域）における女性の福祉配置は、よ
り大きな福祉配置の変化を求められること
になる。それにもかかわらず、こうした近
年の経済・社会・人口の変化に諸制度の改
革が対応しているとは言い難い。その結果
として、むしろケア制度（チャイルドケア、
高齢者ケア）や労働政策や雇用慣行といっ
た諸制度自体が、本来の女性のケアの代替
や雇用促進といった目的に対して逆機能を
果たしているという点に着目し、実証的に
考察する必要がある。 
（３）これまでに、上記 2 点の視点を踏ま
えた国際比較研究は、欧米諸国を中心に展
開されてきている。しかし、一方で成熟し
た社会政策を有しながらも、他方で最も顕
著な男性稼ぎ主型の家庭―仕事の分業慣行
を社会制度として有する日本とイタリアに
ついての比較分析は行われてこなかった。
本研究では、この点から日本とイタリアの
比較研究を実施する。 
 
２．研究の目的 
日本とイタリアにおける女性の仕事と家

族の両立の状況と、その形態の特徴を日伊
比較分析を通じて明らかにする。その上で、
日伊両国(特にわが国)においては、実際の
家庭における「男性稼ぎ主」指向と制度的
「男性稼ぎ主」指向との間に、今日いかな
る齟齬が生じ、且つそれが福祉の「逆機能」
といかに結びついているのかを解明するこ
とを目的とする。 
具体的には、核家族のケア供給を強く補

完するインフォーマルネットワークと市場
ケア供給のあり方について特に着目しつつ、
ケア義務を持つ家庭における家族構成員

(夫婦)のケアと仕事の編成において、女性
がいかに「調整的機能(役割)」を果たして
いるのか、またこれ対して現状の労働、保
育(介護)政策はいかに影響を与えるのかの
解明を本研究の目的とする。 

 
３．研究の方法 
先行研究の整理と国レベルでの女性の就業
に関わる先行調査の分析を中心とする文献
調査と、地方レベルでの女性のケア代替に
関わる現状と制度的対応に関する現地調査
を実施した。具体的には以下の 4 点である。 
(1)チャイルドケアによって生ずる時間的
負荷が女性の家庭と仕事の両立に与える影
響に関する有償―無償労働の時間編成に関
する比較考察。(2)ケア供給主体のあり方と
女性による家庭―仕事の調整のあり方の相
関性に関する考察。(3)ケアの供給主体（家
族―公的ケア―有償民間ケア）に関する包
括的比較。（イタリア現地調査のための地方
レベルの保育政策の基礎情報の収集とその
把握）。(4)イタリアのミラノとクレモナ（と
もにロンバルディア州）における現地調査
の実施と収集した情報の整理 
 
４．研究成果 
本研究の結果、解明されたのは、主として
以下の 4 点である。 
第 1、1990―2010 年における日本におけ
る母親の就労について、近年 0―3 歳の子を
持つ母親の就業、なかでもパートタイム就
業が顕著に増加した。またその世帯構成を
みると、核家族世帯が増加し、母親の就業
継続に有意に作用する三世代世帯が大幅に
減少していることが明らかになった。こう
した、複数世代の同居という社会慣行は永
らく減少傾向にあることが明らかになって
いるとはいえ、近年では家父長的な家族形
成とは異なる妻の両親との三世代同居や近
居による世代間援助の増加も明らかになっ
ている。その点には新たな注意が寄せられ
る必要があるとはいえ、同居によるケアの
相互性が低下したことと、女性の就業のパ
ートタイム化が増加したこと、なかでもそ
れが 0―2 歳の子を持つ母親に顕著であっ
たこと。さらに日本における女性のパート
タイム就業は、国際比較の結果によるフル
タイム正規雇用と比較して、賃金と社会保
障制度の生活保障の（カバー）水準のいず
れもの低さを考慮すると、子が 0―2 歳と
いう極めて早期での母親のパートタイム就
業の急激な増加という事態は、フルタイム
就業を可能にしないケア代替の制度的、あ
るいは私的手段（具体的には祖父母等によ
る援助）の不在、ならびに家計の要請、す
なわち具体的には男性稼ぎ主の稼得能力の
低下（喪失）による要請の結果と幼少のこ
のケアの両立を図る母親の妥協的選択と捉
えるのが妥当である。このことは、まさに
雇用慣行と社会保障制度が近年の家庭内の



女性に生じている稼得責任の急増と、これ
に伴うケア責任の代替主体の需要の急増へ
の労働政策(というよりは雇用慣行)とケア
政策双方における政策的対応（の不備）の
結果として、生じている傾向だと考えるこ
とができる。 
第 2、第１の日本の事例に対して、イタリ
アは女性の就業率が低く、日本ほどパート
タイム就業は普及していない。また本研究
の現地調査で明らかになったのは、0―3 歳
の子どもに対する公的施設あるいは公的な
援助を得る幼児施設は、制度的には教育機
関としての位置づけもあることから、基本
的には親のフルタイム就業に対応する状況
にはないということである。すなわち、毎
日の開設時間が短く、夏季休業等が長い。
従ってこうした幼児施設を利用したとして
も、この施設の利用のみでは、母親はフル
タイム就業、あるいはフルタイムに近い就
業は不能である。そのため祖父母等、さら
なるケア代替主体による、幼児施設との送
迎並びに一時保育（子守り）という役割を
必要とする。 
第 3、第 2 の点に関しては、日本と比較し
た際の親の就労を考慮した際の子供に対す
る施設ケアの役割の脆弱性という観点から、
イタリアにおける多様なケア代替主体の必
要性があることが明らかになった。そのた
め、1990 年代以降のイタリアで持続的に増
加し続けてきた、家事・ケア労働における
移住家事・ケア労働者の役割にも着目した。
イタリアにおける移住ケア労働者の、具体
的な対象領域に関する研究はほとんど存在
しない。このため、文献調査等による実証
的な研究は困難な状況にある。しかし、そ
うした制約を踏まえて、公的な支援策にお
ける移住労働者の就労領域や、現地での聞
き取り調査から明らかになってきたのは、
要介護高齢者ケアとは対照的に、チャイル
ドケアに従事する当該移住労働者の比率は
明らかに低いという点である。こうした、
ケア対象とケア従事者のエスニシティ―、
それに付随する文化的、教育的背景（に関
するイタリア人家族の認識）については今
後さらなる文化的、社会的な家族、子育て
に関する分析も必要となるが、結果として、
イタリアにおいては、祖父母を主とする家
族的サポートが、母親の就業継続には不可
欠といえることが明らかになった。 
また最終的に、第 4 の研究結果として、日
本とイタリアの女性の就業、あるいは女性
の家庭と仕事の両立に対する社会政策や雇
用（制度というよりは）慣行がもたらす制
度的「逆機能」とは、イタリアについては、
ケア代替と雇用慣行と形態における選択制
や供給休可能性が明らかに限定的であると
いう点で、日本よりもはるかに明確な「逆
機能」を有しているといえる。しかしなが
らこれに対して日本の場合は、第 1 の点で
指摘した結果を考慮しても、広義での制度

的「逆機能」が、女性の労働市場参加や、
家庭と仕事の両立にみられず、むしろ、結
果として女性へのケア責任と就業責任の増
加という状況が生み出す負荷の増大をもた
らしていることが明らかになった。 
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